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○笠井委員  

日本共産党の笠井亮です。協定の質疑に先立って、竹島周辺海域の海洋調査について一問ただして

おきたいと思います。 

 昨日、我が党の志位委員長が、この問題で次の二つの基本的な見解を明らかにいたしました。 

 第一に、当然のことですが、事態を憂慮している。物理的な衝突は絶対に避けるべきだ。冷静な外

交交渉による解決を両国政府に強く求めたいということであります。 

 第二に、日本は、アジア諸国との関係で、竹島問題と尖閣列島問題という領土にかかわる二つの紛

争課題を抱えているが、その一方では相手側に実効支配がされ、他方では日本側が実効支配をしてい

るという、両方の立場を体験している国だ。そういう国として、この二つの問題に対して、どちらに

も通用する外交的解決のルールをもって臨むことが大切と思う。今度の問題でも、そういう外交的解

決のイニシアチブがとれる立場にあることを自覚して、政府は積極的な対応を行ってほしい。この二

点であります。 

 私たちがこういう立場を重視しているのは、一つには、一方で無理を通せば他方で無理を通される

し、一方で無原則に譲歩すれば他方に響いてくることになるということがあります。もう一つは、日

本、韓国、中国、三カ国のうち、一方で相手側に実効支配され、もう一方でみずからが実効支配して

いるという国は日本だけであります。そういう体験を持つ国だからこそ、この問題に公正な立場で臨

んで、そして物が言えるポジションを持ち、積極的に対応し得る、これが日本だということだと思う

んです。 

 今度の問題でも、そういう国、日本ならではの知恵を出して、外交的解決のイニシアチブをとって

積極的な対応を行ってほしいと思うんですけれども、外務省に見解を伺いたいと思います。いかがで

しょうか。 

◆佐渡島政府参考人  

私どもといたしましても、この問題に関しましては、円満解決というのがもちろん最上の策だと心得

ます。それを目指しまして、引き続き外交的努力を行っていきたいと思います。具体的にどういうこ

とかと申し上げると、例えば、事前の相互通報措置をきちんとやれないだろうかとか、そういうよう

なアイデアを出しながら外交的な解決の努力を図っていきたいと思います。 

 実際に、それでは日韓間で具体的にどういう話をしているのかという詳細にわたっての御紹介は、

ちょっとまだ進行中の話でございますので、申し上げることは差し控えさせていただきたいと思いま

すけれども、日本政府としては、韓国政府に対しまして、冷静に、かつ国際法にのっとった対処とい

うことを強く求めていきたいと思っております。 

 

○笠井委員  

 具体的な外交交渉の中身は政府自身が大いに具体的にやることだ思うんですが、先ほど申し上げた

ように、やはり日本ならではのやれること、知恵を出せることがあると思うんです。イニシアチブを

発揮できる、そういう点を大いにきちっとやってもらいたいというふうに思います。重ねて積極的な

対応を求めておきたいと思います。 

 そこで、本日の案件となっている協定についてでありますが、近年の国際犯罪の増加に伴って、捜

査、訴追その他の刑事手続に関する国際的な協力の必要性が高まっている、こういう認識は共通のも

のであります。国際犯罪の捜査を進めるに当たって、要請の都度ごとに相互主義の保証を取りつける

必要性や、捜査の迅速性を高めるという点では、従来の外交ルートだけではなかなかこれは限りがあ

るという点で、二国間の刑事共助条約は有効だと考えます。 

 そこで、麻生大臣に伺いたいんですが、外務省の重点外交政策を拝見しますと、「国民に対する新た

な脅威への対応」という項目の中で、「テロとの闘い」「軍縮・不拡散への取組」「国際犯罪対策の強化」



ということがあって、「国際犯罪対策の強化」の中で「刑事共助条約の実施・締結」というふうになっ

ておりますけれども、この刑事共助条約をどのように位置づけて、協定を締結する、この意義につい

てはどういうふうに考えていらっしゃるか、お答えをいただきたいと思います。 

◆麻生国務大臣  

御存じのように、このところグローバル化もありました。こっちの円の価格がいきなり二百四十円

から百二十円に、一年ぐらいで倍になりましたので、そういった意味では、国際的に見れば日本は倍

の金持ちになったということになるんですが、そういったこともあって、猛烈な勢いで外国人の日本

への入国というのがふえるのに伴って、それ以後不法滞在者もふえる等々、結果として、外国人によ

ります日本国内における犯罪、軽犯罪から重犯罪に至るまで、いろいろなものが急激にふえたことは

確かです。 

 とにかく、新宿歌舞伎町のお巡りさんは、二十三カ国語をしゃべれないとお巡りは務まらないとか、

そんなやつがお巡りさんなんかやるわけないじゃないかといった話があるぐらい、いや、本当にこん

な厚い辞書が置いてありましたし、ちょっと正直、当時現場に行ってその話を見たときに、それぐら

い国際的になっておるということなんだと思います。 

 私どもとしては、こういったのはいろいろ避けがたいところだとは思いますけれども、それに伴っ

ていわゆる治安というものが悪化するのは非常にマイナス面が大きい。特に、世界の大都市の中で夜

間に女性が一人で歩ける唯一の先進国と言われた日本でもありますので、これは日本の大きな国益で

もあろうと思いますので、こういったものを維持するという意味ではやはりきちんと対応できるよう

にしなくちゃいかぬという中で、国民の安全の確保というところが、やはり今一連言われた中で最も

重きを置かねばならぬところだと思っております。 

 私どもとしては、今回、この協定を結ばせていただくに当たりまして、いろいろ向こう側と一致し

なきゃいかぬところというのは、犯罪人の扱いというところが非常に難しいところになりますので、

そこらのところを考えて、かなり時間をかけてここまでやらせていただいたんだと思います。 

 いろいろな意味で、今後、まだ犯罪発生件数が大したことがないのでずっと後になっておりますが、

多いところから順番に少しやっていかないかぬところだと思いますが、逆に、多いところほどなかな

か、刑務所の事情やら調べ方の事情やらがかなり異なる部分もありますので、当局としては極めて腐

心をしておるというのが実態でもあります。 

 しかし、これは国民の安全にとりましても非常に大きな問題だと思いますので、御指摘のとおりに、

迅速にやっていくということを考えますと、今回のこれは一つの大きな一歩だと思って、今後とも進

めさせていただきたいと思っております。 

 

○笠井委員   終わります。 


